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報道関係者各位 

 

 

2017 春季生活闘争 第 6回回答集計結果について 
 

 

2017 春季生活闘争につきまして、6月 1日（木）午前 10 時時点で取りまとめた 

第 6回回答集計結果を次の通りご報告いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2017 年 6月 5日（月） 

 

《問い合わせ先》 

総合労働局 

  総合労働局長  須田 孝 

直通電話 03（5295）0517 

代表電話 03（5295）0550 

 

【概要】 
○ すべての組合が「底上げ・底支え」「格差是正」に重点を置き、月例賃金にこだわ

り早期解決の取り組みを進めてきた結果、5 月末時点で約 8 割の組合が妥結してい

る。 

○ 平均賃金方式でみると、「底上げ・底支え」のトレンドは全体として維持されてい

る。300 人未満の中小組合の健闘は依然めざましく、「賃上げ分」「定昇相当分込み」

が昨年同時期を超えるとともに、「賃上げ分」の率は大手を上回っている。なお「賃

上げ分」の額について、交渉が難航していた一部大手が回答を引き出したことが影

響している。 

 連合が 2016 春季生活闘争から主張してきた「大手追従・大手準拠などの構造を転

換」する運動が浸透してきたものと評価する。 

○ 非正規労働者の賃上げは時給で依然 20 円超えをキープしており、昨年同時期比もプ

ラスである。連合試算の率換算で正規の賃上げを上回っている。 

○ 各種取り組みの集計結果では、ここにきてインターバル休息導入他長時間労働是正

の取り組み件数が伸びている。いまや社会全体の課題となったワーク・ライフ・バ

ランス実現に向けて、労使が職場実態を踏まえた真摯かつ前向きな交渉・協議を進

めてきたことが読み取れる。 

○ 連合は「2017 春季生活闘争 中間まとめ」において、現時点までの受け止めと今後

に向けた課題を整理・確認した（第 75 回中央委員会（6月 1日））。 

 約 20%の組合が交渉を継続している。連合は構成組織および地方連合会との緊密な

連携のもと交渉の追い上げをはかり、「底上げ春闘」を貫徹すべく、未解決組合支

援に全力を尽くすと同時に、非正規労働者を含め社会全体への波及を追求していく。 
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１．

4,979 組合 ▲ 84 円 4,764 組合

2,683,114 人 ▲ 0.02 ポイント 2,620,657 人

3,645 組合 166 円 3,478 組合

336,535 人 0.06 ポイント 321,850 人

2,258 組合 210 円 2,156 組合

92,009 人 0.07 ポイント 87,224 人

1,387 組合 139 円 1,322 組合

244,526 人 0.06 ポイント 234,626 人

1,334 組合 ▲ 121 円 1,286 組合

2,346,579 人 ▲ 0.04 ポイント 2,298,807 人

888 組合 ▲ 80 円 855 組合

470,769 人 ▲ 0.02 ポイント 457,330 人

446 組合 ▲ 130 円 431 組合

1,875,810 人 ▲ 0.04 ポイント 1,841,477 人
※ 2017年と2016年で集計対象組合が異なるため、「引上げ額」と「引上げ率」の昨年対比は整合しない。

2,178 組合

1,714,656 人

1,350 組合

160,345 人

639 組合

31,761 人

711 組合

128,584 人

828 組合

1,554,311 人

528 組合

283,432 人

300 組合

1,270,879 人

1,832 組合

1,602,779 人

1,090 組合

139,558 人

468 組合

24,491 人

622 組合

115,067 人

742 組合

1,463,221 人

478 組合

262,629 人

264 組合

1,200,592 人

2016回答（2016年6月3日公表)

6,048 円 5,105 円 943 円 2.03 ％ 1.71 ％ 0.31 ％

300人未満 計 4,756 円 4,006 円 750 円 1.89 ％ 1.59 ％ 0.31 ％

～99人 4,694 円 3,893 円 801 円 1.93 ％ 1.59 ％ 0.33 ％

100～299人 4,769 円 4,030 円 740 円 1.88 ％ 1.58 ％ 0.30 ％

300人以上 計 6,171 円 5,210 円 961 円 2.04 ％ 1.73 ％ 0.32 ％

300～999人 5,186 円 4,354 円 832 円 1.91 ％ 1.60 ％ 0.31 ％

1,000人～ 6,387 円 5,397 円 989 円 2.07 ％ 1.75 ％ 0.32 ％

2017回答（2017年6月5日公表)と2016回答（2016年6月3日公表)の対比

▲ 134 円 ▲ 59 円 ▲ 75 円 ▲ 0.03 ポイント ▲ 0.01 ポイント ▲ 0.01 ポイント

300人未満 計 40 円 ▲ 12 円 53 円 0.02 ポイント ▲ 0.01 ポイント 0.02 ポイント

～99人 ▲ 24 円 46 円 ▲ 70 円 ▲ 0.02 ポイント 0.02 ポイント ▲ 0.02 ポイント

100～299人 54 円 ▲ 24 円 78 円 0.03 ポイント 0.00 ポイント 0.04 ポイント

300人以上 計 ▲ 151 円 ▲ 64 円 ▲ 87 円 ▲ 0.04 ポイント ▲ 0.02 ポイント ▲ 0.03 ポイント

300～999人 84 円 76 円 8 円 0.03 ポイント 0.03 ポイント 0.01 ポイント

1,000人～ ▲ 203 円 ▲ 94 円 ▲ 108 円 ▲ 0.05 ポイント ▲ 0.02 ポイント ▲ 0.03 ポイント

額 率

計 定昇相当分 賃上げ分 計 定昇相当分 賃上げ分

％

定昇相当分 定昇相当分

円
2.19

％
0.48

賃上げ分 賃上げ分

1,447

300～999人 5,412
円

0.45

1,000人～ 6,700
円

840
円

818
円

0.29

6,020
円

％円
2.04

％

5,217
円

％
0.47

％

1,215

4,938
円

1,428
円

0.53
％

300人以上 計 6,456
円

1,405
円

2.16

1,271
円

2.12
％

100～299人

2.12
％

0.63
％

2.12
％

0.55
％

計 賃上げ分

6,329
円

1,396
円

1,302
円

％

1.631.94
％

2.02
％

《参考１》
賃上げ分が明確に分
かる組合の集計

2017回答（2017年6月5日公表)

集計組合数 額 率

集計組合員数

881
円

1.91
％

1.91
％

1.91
％

2.00
％

％

《参考２》
《参考１》のうち、昨年
と同一の組合での比
較

2017回答（2017年6月5日公表)

額 率

計

868
円

％
0.32

％

1,000人～ 6,184
円

5,303
円

1.73

300～999人 5,270
円

4,430
円

300人以上 計 5,146
円

1.71
％

0.29
％

874
円

～99人 4,670
円

3,939
円

1.61
％

0.31731
円

100～299人 4,823
円

4,006
円

1.58
％

0.34
％

％

％

4,528
円

1.87
％

％

％
2.00

％

2.16
％

1.69

5,162
円

0.48
％

計 賃上げ分

300人未満 計 4,796
円

3,994
円

1.58
％

0.33
％

803
円

300人以上 計 6,036
円

2.03
％

5,181
円

1.93
％

5,915
円

1.99
％

～99人 3,987
円

1.76
％

1.85

300人未満 計 4,362
円

1.81

300人未満 計

～99人

集計組合員数 計

5,914
円

5,046
円

1.70
％

集計組合数

0.30

％

定昇相当込み賃
上げ計

集計組合数

6,127
円

2.01

％

円

100～299人 4,735
円

1.91
円

4,596

平均賃金方式

300～999人 5,101
円

1.91
％

3,777
円

賃金引上げ

①平均賃金方式　（集計組合員数による加重平均）
2017回答（2017年6月5日公表)

1,000人～

昨年対比

2016回答（2016年6月3日公表)

集計組合数 定昇相当込み賃
上げ計

定昇相当込み賃
上げ計集計組合員数 集計組合員数

％

5,733
円

1.98
％

5,817
％

6,257
円

2.05
％

2.00

定昇相当込み賃
上げ計
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170 組合 269,093 円

102,437 人 270,224 円
185 組合 242,517 円

138,123 人 243,494 円
162 組合 263,341 円

91,834 人 270,320 円

128 組合 227,758 円
48,157 人 235,519 円

【注】

２． 非正規労働者賃金引上げ

単純平均 330 組合 20.17 円 964.97 円 2.91 円 327 組合 17.26 円 958.52 円
加重平均 642,333 人 21.30 円 952.22 円 3.24 円 655,649 人 18.06 円 935.13 円

単純平均 128 組合 3,606 円 1.81 ％ 190 円 168 組合 3,416 円 1.70 ％
加重平均 31,836 人 3,591 円 1.78 ％ ▲ 6 円 62,112 人 3,597 円 1.78 ％

３．

2,249 組合 1,965 組合

1,956,322 人 1,758,690 人

1,198 組合 1,220 組合

1,183,073 人 1,216,674 人

2,125 組合 1,835 組合

1,408,741 人 1,516,377 人

1,426 組合 1,222 組合

822,000 人 946,254 人
※

４．

8,119 組合 8,600 組合 8,600 組合

6,699 組合 82.5 ％ 6,742 組合 78.4 ％ 6,742 組合 78.4 ％
5,041 組合 62.1 ％ 5,052 組合 58.7 ％

1,420 組合 17.5 ％ 1,858 組合 21.6 ％ 1,858 組合 21.6 ％

5,041 組合 5,052 組合 6,638 組合

61
組合

1.2 ％ 98
組合

1.9 ％ 199
組合

3.0 ％

318
組合

6.3 ％ 348
組合

6.9 ％ 1,026
組合

15.5 ％

379
組合

7.5 ％ 255
組合

5.0 ％ 947
組合

14.3 ％

858 組合 17.0 ％ 828 組合 16.4 ％ 881 組合 13.3 ％

1,780 組合 35.3 ％ 1,792 組合 35.5 ％ 1,446 組合 21.8 ％

612 組合 12.1 ％ 246 組合 4.9 ％ 789 組合 11.9 ％

27 組合 0.4 ％

4,008 組合 79.4 ％ 3,567 組合 70.6 ％ 5,315 組合 80.2 ％
未妥結 小計 1,033 組合 20.5 ％ 1,485 組合 29.4 ％ 1,323 組合 19.9 ％

妥結済組合（月例賃金改善限定） 4,008 組合 3,567 組合 5,353 組合

1,165 組合 29.1 ％ 978 組合 27.4 ％ 2,132 組合 39.8 ％

722 組合 18.0 ％ 608 組合 17.0 ％ 1,146 組合 21.4 ％

4 組合 0.1 ％ 44 組合 1.2 ％ 94 組合 1.8 ％

2,117 組合 52.8 ％ 1,937 組合 54.3 ％ 1,981 組合 37.0 ％
※

特定した労働者（たとえば勤続17年・年齢35歳生産技能職、勤続12年・年齢30歳事務技術職）の前年度の水準に対して、新年度該当する労働者の賃金を
いくら引き上げるか交渉する方式。この部分を連合は「純ベア」と定義した。

特定する労働者（たとえば新年度勤続17年・年齢35歳生産技能職）の前年度の賃金に対し、新年度（勤続と年齢がそれぞれ１年増加）いくら引き上げるかを
交渉する方式。

ヤマ場週より前
（2017:3/10まで・2016:3/11まで）

第1先行組合回答ゾーン
（2015:3/11-17・2016:3/12-18）

〈月数〉集計と〈金額〉集計では集計対象組合が異なるため、集計結果は整合しない。

要求提出組合（月例賃金改善限定）

要求検討中・要求状況不明

Ａ方式：

Ｂ方式：

Ａ方式30歳

年
間

月数

金額 673,623

季
別

集計組合員数

Ｂ方式35歳

Ｂ方式30歳

集計組合数集計組合数

月数

金額

回答
集計組合員数

1,534,731

要求状況・妥結進捗状況　　【注】率は少数第1位未満を四捨五入しており、計と一致しない場合がある

賃金改善分獲得

定昇相当分確保のみ（協約確定含む）

定昇相当分確保未達成

確認中

要求を提出（賃金に限らず全ての要求）

集計組合　計

小計

2017回答（2017年6月5日公表) 《公表》2016回答（2016年6月3日公表)
組合数 率 組合数 率組合数 率

《再計算》2016回答（2016年6月3日公表)

妥結進捗状況をより正確に報告するため、2017から月例賃金改善（定昇維持含む）要求に限定して妥結進捗状況を集計するよう変更したのに伴い、2016について同じ方法で再
計算した結果と当時公表した結果を併せて記載している。

うち、月例賃金改善（定昇維持含む）を要求

785,459

2.47
月

円

4.89
月

2.28
月

▲ 0.19
月

円
▲ 111,836

円

▲ 0.09
月

円
▲ 24,007

円
1,558,738

円

4.80
月

時給

月給

集計組合数
集計組合員数

昨年対比

2017回答（2017年6月5日公表)
昨年対比

2016回答（2016年6月3日公表)

賃上げ額

集計組合数
賃上げ額 平均時給 賃上げ額 平均時給

集計組合員数

率（参考値）
集計組合員数

賃上げ額 率（参考値）
集計組合員数

円
0.40

％

円
3.41

％

6,979
円

2.65
％

7,761

一時金　（組合員数による加重平均）

一時金

2017回答（2017年6月5日公表)

昨年対比

2016回答（2016年6月3日公表)
集計組合数

回答
集計組合数

円
0.42

％

改定前水準
到達水準

個別賃金方式 集計組合数

第2先行組合回答ゾーン
（2017:3/18-24・2016:3/19-25）

3月末まで

4月中

5月中

確認中

妥
結
済

引上げ額 引上げ率
集計組合員数

2017回答（2017年6月5日公表)
②個別賃金方式　（組合数による単純平均）

Ａ方式35歳 1,131

977
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添付資料： 
１．平均賃金方式 

２．個別賃金Ａ方式 

３．個別賃金Ｂ方式 

４．非正規賃金（時給・月給）

５．夏季一時金 

６．初任給 

７．各種取り組み 

８．割増率 

 

今後の公表予定 
 7 月 5 日（水） 6 月末集計結果（最終） 連合ホームページ掲載 

 

 

 

 

 

［平均賃金方式での賃上げ状況の推移（連合結成以降）～賃上げ（ベア分）回答の構成比（対前年比較）～］  

 

89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16
17.6.

5

賃上率（％） 5.11 5.95 5.66 4.97 3.90 3.11 2.86 2.84 2.83 2.59 2.10 1.94 1.92 1.72 1.63 1.70 1.68 1.79 1.86 1.88 1.67 1.67 1.71 1.72 1.71 2.07 2.20 2.00 1.98

中小賃上率（％） 5.04 5.84 5.70 5.10 3.99 3.11 2.80 2.68 2.66 2.41 1.79 1.73 1.70 1.34 1.26 1.35 1.56 1.67 1.72 1.72 1.45 1.47 1.53 1.52 1.53 1.76 1.88 1.81 1.87

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

3.50 

4.00 

4.50 

5.00 

5.50 

6.00 
（％）

（注）1989～2016年のデータは、すべて6月末時点の最終集計結果。

平均賃金方式での賃上げ状況の推移（連合結成以降）～賃上げ（ベア分）回答の構成比(対前年比較)～

［賃上げ（ベア分）回答の構成比（対前年比較）］

（注）「2017春季生活闘争第6回回答集計結果」及び「2016春季生活闘争第6回回答集計結果」の賃上げが明確に分かる組合の集計より作成

270

(34.9%)

333

(40.2%)

503

(65.1%)

495

(59.8%)

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

2016 2017

（組合数）

（773組合）
（828組合）

（年）

大手組合（300人以上）

438

(41.1%)

513

(38.0%)

628

(58.9%)

837

(62.0%)

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

2016 2017

回答額が1,000円

以上の組合

回答額が1～999円

の組合

（組合数）

（年）

中小組合（300人未満）

（1,066組合）

（1,350組合）


